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第２章 農地・農業用施設の災害の傾向

第１節 災害の傾向

我が国では、地理的・地形的特徴から、台風、低気圧や前線などによる大雨、

暴風、高波、高潮などの事象が毎年のように発生し、風水害、土砂災害等によ

り多くの被害を受けている。特に最近は地球温暖化の影響と考えられている局

地的かつ強烈な集中豪雨が頻発する傾向にある。また、東海・東南海地震や宮

城県沖地震等の大地震が高い確率で発生するであろうことは新聞等マスコミ報

道でも取り上げられている。さらに、毎年のように震度５以上の地震が発生す

るなか、平成２３年３月１１日、三陸沖を震源とするＭ９．０の地震が発生し、

宮城県栗原市で震度７を観測したほか、東日本を中心に北海道から九州地方に

かけて震度６強～１を観測し、過去に類を見ない甚大な災害を及ぼすなど、ど

の地域にでも災害が発生する頻度が高くなっている。

記録的な災害が多発した平成１６年を振り返ってみると、７月の梅雨前線豪

雨の新潟・福島豪雨、福井豪雨、上陸回数が観測史上最多の１０回を記録した

台風、１０月に発生した新潟県中越地震等により、農業を主産業としている地

域で農地・農業用施設がかつてないほどの甚大な被害を受けたところである。

また、最近の梅雨前線豪雨被害や台風被害の傾向として、比較的狭い範囲に

集中して甚大な被害を発生させており、その場所は全国的に分散している。

こうした状況は、平成２３年６月に九州地方を中心に災害をもたらした梅雨

前線豪雨、７月の四国地方を襲った台風第６号、新潟県、福島県における新潟

・福島県等豪雨及び８月～９月に紀伊半島を襲った台風第１２号、九州南部、

四国地方を襲った台風第１５号、あるいは、平成２４年７月に九州地方を中心

に災害をもたらした梅雨前線豪雨による災害などに顕著に表れている。
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平成２３年の災害別被害額と農地・農業用施設別被害額の割合
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第２節 都道府県別の被害箇所数の推移

平成１４年以降の都道府県別被害箇所数の推移は下表のとおり、１０カ年中

の最大は平成１６年で次いで平成２３年であるが、被害額では平成２３年度の

被害額が８９００億円を超え、次いで平成１６年が２６００億円となっている。

県別の被害箇所数は、東日本大震災、新潟県中越地震、梅雨前線豪雨や台風

による被害を受けた県が多く、これによる被害がいかに甚大であったかという

ことが伺える。

また、地域別被害箇所数をみると、従来から九州、四国地方では多い傾向に

あるが、比較的少ない東北、関東地方でも年によっては３０００箇所を越えて

おり、全国いついずこでも大きな災害は発生しうることが見て取れる。
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第３節 工種別被害箇所数の内訳

災害復旧事業には、農地の他に農業用施設として、ため池、頭首工、水路、

揚水機、道路、橋梁、農地保全施設等の工種がある。過去５年間の被害箇所の

工種別割合では、農地が被害箇所数の約５２％、水路が約２４％、道路（橋梁

含む）が約１８％と、この３工種で全体の約９５％を占めている。

※H23発生災害はとりまとめ中


